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税務申告しやすい環境を整え、仮払法人税の納付の困難さを解消するため、財政省はDecree 126/2020/
ND-CP 及びDecree123/2020/ND-CP を改正及び補足のドラフト政令を提案しました。

主な改正点は以下のとおりです。

1. 仮払法人税に関する規定の改正
– Decree126では、課税年度の第3四半期までの仮払法人税の合計金額は、年度末の確定申告での

納税額の75％以上である必要がありますが、今回の改正により、課税年度内の第4四半期の仮払法
人税の合計金額は、年度末の確定申告での納税額の80%を下回ってはならないこととなります。こ
の変更は2021年の課税年度から適用されます。

2. 個人所得税の確定申告に関する規定の改正(“PIT”)
– 月次又は四半期に個人所得税を源泉徴収する必要がない組織や個人は、該当する月次または四半

期の個人所得税申告書を提出する必要はありません。
– 電子商取引（eコマース）プラットフォームを提供する事業者は、国内又は海外の個人がオンライン

注文機能を通じてeコマース・プラットフォーム上で商品・サービスを販売する場合、当該個人に代わ
って個人所得税を申告・納税する必要があります。それ以外の場合、eコマース・プラットフォームを
提供する事業者は、販売者に代わって申告・納税を行う必要はありませんが、eコマース・プラットフ
ォーム上で一部又は全部の取引プロセスを行う貿易業者、組織、個人に関する情報を税務当局に
提供する責任があります。

3. 有価証券の形で配当又はボーナスを受ける場合の個人所得税申告に関する規定の補足
– Decree126/2020によると、証券会社や商業銀行は、納税者が配当として有価証券を受ける場合又

は既存の株主である納税者がボーナスとして有価証券を受け取る場合、個人所得税の源泉徴収及
び申告する責任を負います。Decree126/2020発効前は、このような場合、納税者が個人所得税の
申告・納付の責任を負っていました。ドラフト政令は当該Decree126/2020の規定を2023年1月1日
まで適用しないことを提案しています。

– 2023年1月1日までの期間においては、納税者が配当として有価証券を受ける場合又は既存の株主
である納税者がボーナスとして有価証券を受け取る場合で、証券会社や商業銀行が納税者の代わ
りに申告・納税を行ってない場合、納税者は遅延利息及び納税遅延に対する行政罰を課されるこ
となく、直接、税務当局に申告・納税することができます。
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4. 確定申告及び支払期限に関する規定の補足
– 確定申告書・納税申告書の提出期限及び税務当局の申告書受理期限・納税徴収期限は、当該日が

祝日である場合、翌営業日となります。
ご不明な点がございましたら、弊社までお問い合わせください。
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